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　登別市職員の給与や職員数、服務などの状況
を市民の皆さんに理解していただくため、国家
公務員の給与と比較しながら、その内容をお知
らせします。
　市職員の給与は、その職務と責任に応じて支
給される給料と、扶養・通勤手当などの諸手当
から構成され、『登別市職員の給与に関する条
例』に基づいて支給しています。

　また、給与の改定は、国に準じて行っていま
す（国の場合は、毎年度、人事院が国家公務員
の給与を民間の給与水準と均衡させることを目
的に行う勧告に基づき、改定が行われています
　なお、国家公務員と地方公務員の給与水準を
比較する際に用いられる『ラスパイレス指数』
は、国家公務員を　１００　とした場合、登別市職員
は平成１６年４月１日現在で９４．１となっています。

◆部門別職員数の状況　　　　　　　　　　　　 （各年４月１日現在）

対前年増減数職　員　数
区　　　分

H１７H１６H１５H１７H１６H１５

６６６議 会

一般行政
部　　門

△２△６△４９４９６１０２総 務 企 画

△２２３２５２５税 務

△２△１△３９３９５９６民 生

△３△２３１３１３４衛 生

１１１労 働

△２８８１０農 林 水 産

△１△２１３１４１４商 工

△４△１△２４５４９５０土 木

△１１△１３△１３３１４３２５３３８小 計

△４△１５１５５５６教 育
特別行政
部　　門 △２△１８８９０９１消 防

△６△２０１３９１４５１４７小 計

△１７△１５△１３４５３４７０４８５普通会計合計

△１△１１８１９１９水 道
公営企業
等　会　計
部　　門

△２１２１２１２３下 水 道

２２２２２２そ の 他

△１△２０６１６２６４小 計

△１８△１７△１３５１４５３２５４９総　　合　　計

◆職員人件費の状況（平成１６年度全会計決算）

人　　　件　　　費住民基本台帳人口
（H１７年３月３１日現在） 計共済費等期末・勤勉手当職員手当給　料

千円
４，６５５，５１１

千円
７４９，５２２

千円
８８０，６５２

千円
８９０，７６５

千円
２，１３４，５７２

人
５３，９２３

◆職員人件費の状況（平成１７年度全会計予算）

※上記の人件費には、市長・助役・収入役・教育長の給与等を含み、嘱託員・臨時
　職員の給与等及び議員・各種委員の報酬などを含んでいません（人件費＝給料＋
　諸手当＋共済費など）。

１人当たり
人件費

人　　件　　費
職員数

計共済費等期末・勤勉手当職員手当給　料
千円

６，３４３
千円

４，３２８，５４４
千円

７２１，３６２
千円

８３１，８０９
千円

７１２，２１３
千円

２，０６３，１６０
人

５１８

◆平均給料月額と平均年齢　　　　 （平成１７年４月１日現在）

※上記の人件費には、市長・助役・収入役・教育長の給与等を含み、嘱託員・臨
　時職員の給与等及び議員・各種委員の報酬等を含んでいません（人件費＝給料
　＋諸手当＋共済費など）。また、『１人当たり人件費』には、退職手当、共済
　費等及び市長・助役・収入役の給与を含んでいません。
※市は、独自の給与削減として、平成１５年度から管理職手当の削減（全会計：年
　間ベースで　５５０　万円程度）を行っています。また、平成１６年１０月１日から３年
　間、給料を４.５％～３.５％、期末・勤勉手当を５％削減するほか、退職手当を当
　分の間、５％削減します（全会計：年間ベースで２億１,０００万円程度）。

技能労務職一般行政職区　　分
３３７，７４１円３４３，５８８円平均給料月額
３７６，５８３円３９８，３８６円平均給与月額
５１歳６月４５歳１１月平　　均　　年　　齢

※給与月額＝給料＋諸手当

◆退職手当の支給率　　　　　　　　　 　 （平成１７年４月１日現在）

国 登　　別　　市
区　　分

勧奨・定年退職自己都合退職勧奨・定年退職自己都合退職
２７.３００月分２１.０００月分２７.３００月分２１.０００月分勤続２０年
４２.１２０月分３３.７５０月分４２.１２０月分３３.７５０月分勤続２５年
５９.２８０月分４７.５００月分５９.２８０月分４７.５００月分勤続３５年
５９.２８０月分５９.２８０月分５９.２８０月分５９.２８０月分最高限度額

※退職手当＝退職時の給料月額×支給率
※退職手当の額は、上記の率により算定された額から５％を減額します。

◆特別職の給料などの状況　　　　　　　　　 （平成１７年４月１日現在）
期末手当の支給割合月　額区　　　分

６月期　　　　１.９月分
１２月期　　　　２.３月分
　計　　　　　４.２月分

（一般職と同様に加算措置があります）

７８３，０００円市　長

給　料 ６５１，０００円助　役

５８５，９００円収入役

６月期　　　　２.１月分
１２月期　　　　２.３月分
　計　　　　　４.４月分

（一般職と同様に加算措置があります）

４００，０００円議　長

報　酬 ３５０，０００円副議長

３２０，０００円議　員

◆一般行政職の初任給と経験年数別平均給料月額　　　 　 （平成１７年４月１日現在）

経験年数別平均給料月額初　任　給
区　分 ２０年以上

２５年未満
１５年以上
２０年未満

１０年以上
１５年未満国登別市

３８０，２００円３０７，０００円２６６，０００円１７０，７００円１６４，７２６円大　学　卒
３３９，８００円２５３，８００円２２４，８００円１３８，８００円１３３，９４２円高　校　卒

◆一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　 （平成１７年４月１日現在）

計９級８級７級６級５級４級３級２級１級区分
部長・
次長の
職　務

次長・
主幹の
職　務

主幹の
職　務

主査・
主任の
職　務

主査・
主任の
職　務

主任の
職　務

担当員
の職務

担当員
の職務

担当員
の職務

標準的
な職務
内　容

　人
２８４

　人
８

　人
３６

　人
３６

　人
９２

　人
２３

　人
５２

　人
２９

　人
４

　人
４職員数

　％
１００

　％
２．８

　％
１２．７

　％
１２．７

　％
３２.４

　％
８．１

　％
１８．３

　％
１０.２

　％
１．４

　％
１．４構成比

◆期末・勤勉手当の支給割合　　　　　 （平成１７年４月１日現在）

備考国登　　別　　市区分
職務の
段階、
職務の
級など
による
加算措
置あり

０.７月分勤　
　

勉

１.４月分期　
　

末

０.７月分勤　
　

勉

１.４月分期　
　

末

６月期

０.７月分１.６月分０.７月分１.６月分１２月期

４.４月分４.４月分計

※期末・勤勉手当は、民間企業のボーナスにあたります。

※市長・助役・収入役の給料は、平成１６年４月から平成１９年９月まで市長は１０％、
　助役・収入役は７％減額します。
※議長・副議長・議員の報酬は、平成６年４月１日から現行の報酬額
※平成１６年度の市長・助役・収入役・教育長の期末手当は、減額後の給料月額を基
　に算出し、削減（８７万円程度）しました。
※平成１５年度から、管理職手当の削減額に準じて、市長・助役・収入役・教育長の
　６月期末手当を、０.２月分引き下げ（平成１７年度は５９万３,０００円程度）しています。

平成１７年度全会計予算平成１６年度全会計決算
計社会保険給料・手当計社会保険給料・手当
千円

５７９，９８２
千円

６６，１９８
千円

５１３，７８４
千円

５６９，８７７
千円

６２，３７７
千円

５０７，５００

◆嘱託員・臨時職員人件費の状況

※『登別市』の初任給は、平成１６年１０月１日から行っている給料減額後の額。

公表

）。


